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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リミテッド・スリップ・ディファレンシャルを潤滑する方法であって、
　（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来である少なくとも０．１重量％～５重
量％の非芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物を該リミテッド
・スリップ・ディファレンシャルに供給する工程を包含し、
　ここで、該金属カルボン酸塩の金属が第４周期の遷移金属であり、そして該分枝鎖カル
ボン酸が２－エチルヘキサン酸、イソ－トリデカン酸、イソ－デカン酸、イソ－ステアリ
ン酸、イソ－酪酸、２－メチルプロパン酸、２－エチル酪酸、２－メチルヘキサン酸およ
びそれらの混合物から選択される、
方法。
【請求項２】
　前記潤滑組成物が、さらに、硫黄含有化合物を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記硫黄含有化合物が、ジメルカプトチアジアゾ－ルまたはその誘導体あるいはそれら
の混合物である、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記硫黄含有化合物が、ポリスルフィドまたは硫化オレフィンである、請求項２に記載
の方法。
【請求項５】
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　前記潤滑組成物が、さらに、リン含有化合物を含む、請求項１～４のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項６】
　前記リン含有化合物が、リン酸エステルのアミン塩である、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記リン酸エステルのアミン塩が、（ｉ）リン酸のヒドロキシ－置換ジ－エステルまた
は（ｉｉ）リン酸のリン酸化ヒドロキシ－置換ジエステルもしくはトリエステルのうちの
いずれかのアミン塩の硫黄不含のリン含有化合物である、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記潤滑組成物が、さらに、ホウ素含有化合物を含む、請求項１～７のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項９】
　前記ホウ素含有化合物が、ホウ酸化分散剤、ホウ酸エステル、またはホウ酸化リン脂質
である、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　リミテッド・スリップ・ディファレンシャルを潤滑する方法であって、
　（ａ）金属カルボン酸塩が４～１６個の炭素原子を有するアルコールによりエステル化
されたカルボン酸由来である少なくとも０．１重量％～５重量％の非芳香族金属カルボン
酸塩と、（ｂ）リン酸エステルのアミン塩と、（ｃ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物を該
リミテッド・スリップ・ディファレンシャルに供給する工程を包含し、
　ここで、該金属カルボン酸塩の金属が第４周期の遷移金属であり、そして該カルボン酸
が２－エチルヘキサン酸、イソ－トリデカン酸、イソ－デカン酸、イソ－ステアリン酸、
イソ－酪酸、２－メチルプロパン酸、２－エチル酪酸、２－メチルヘキサン酸およびそれ
らの混合物から選択される、
方法。
【請求項１１】
　前記潤滑組成物が、０．３重量％～５重量％の範囲の硫黄含有量を有する、請求項１～
１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記潤滑組成物が、０．８重量％～２．５重量％の範囲の硫黄含有量を有する、請求項
１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記潤滑組成物が、トップ処理濃縮物である、請求項１～１２のいずれか１項に記載の
方法。
【請求項１４】
　前記金属カルボン酸塩が、前記潤滑組成物の０．２重量％～３重量％の範囲の量におい
て存在する、請求項１～１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　前記金属カルボン酸塩が、前記潤滑組成物の０．２重量％超～３重量％の範囲の量にお
いて存在する、請求項１～１３のいずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来である少なくとも０．０５
重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物に関する。本
発明はさらに、リミテッド・スリップ・ディファレンシャルを潤滑するための潤滑組成物
の使用を提供する。
【背景技術】
【０００２】
　車両におけるリミテッド・スリップ・ディファレンシャルは、通常、湿式多板クラッチ
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を採用しており、すなわち、クラッチ板は、潤滑剤に浸漬されている。リミテッド・スリ
ップ・ディファレンシャルは、通常、２つの動輪に対してそれらの回転速度に関係なく駆
動トルクを均等に分配する傘歯車もしくは平歯車による遊星歯車機構を有している。これ
により、曲路走行の際に、被駆動車輪の回転速度が異なるにもかかわらず、被駆動車輪が
路面との間においてスリップすることなく回転することが可能となる。スリップを抑制す
るために、摩擦性能を改善することができる化合物を含有する潤滑剤、分散剤、並びに硫
黄および／またはリンを含有する極圧添加剤が使用され得る。このタイプの潤滑剤の例は
、特許文献１、特許文献２、特許文献３、特許文献４、および特許文献５において開示さ
れている。
【０００３】
　（ｉ）デポジット制御（特許文献６）および（ｉｉ）摩耗性能に対して好適な化合物を
含有する潤滑剤について、特許文献７、特許文献８、および特許文献９に記載されている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第４，３０８，１５４号明細書
【特許文献２】米国特許第５，５４７，５８６号明細書
【特許文献３】米国特許第４，１８０，４６６号明細書
【特許文献４】米国特許第３，８２５，４９５号明細書
【特許文献５】欧州特許出願公開第０３９９７６４Ａ１号明細書
【特許文献６】米国特許第３，２８４，４０９号明細書
【特許文献７】国際公開第９６／０３７５８５号
【特許文献８】米国特許出願公開第２００２／０１１９８９５号明細書
【特許文献９】米国特許第５，４８７，８３８号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の発明者らは、本明細書において開示されるような潤滑組成物および方法が、（
ｉ）潤滑剤熱安定性、（ｉｉ）潤滑剤酸化安定性、（ｉｉｉ）高い静摩擦係数、（ｉｖ）
燃料経済性、（ｖ）デポジット制御、（ｖｉ）シール適合性、および（ｖｉｉ）多くの場
合、チャタリング音（すなわち、通常、低周波の「うなり音」および「きしみ音」と呼ば
れる、特に、速い速度での曲路走行操縦の際の異常音）として表される騒音・振動・ハー
シュネス（ＮＶＨ）の低傾向、のうちの少なくとも１つにおいて許容可能なレベルを提供
することができるということを発見した。本発明者らは、予想外にも、本明細書において
開示された潤滑剤組成物および方法が、１種以上の別個の板材料を有するリミテッド・ス
リップ・システムに好適であり得るということも発見した。例えば、板材料は、スチール
、紙、セラミック、炭素繊維、並びに複数の板タイプの混合物、例えば、セラミック上の
スチール、紙中の炭素繊維、または紙上のスチールなど、を採用した系であり得る。
【０００６】
　一実施形態において、本発明は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来であ
る少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤
滑組成物を提供する。
【０００７】
　一実施形態において、本発明は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来であ
る少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤
滑組成物をリミテッド・スリップ・ディファレンシャルに供給する工程を含む、リミテッ
ド・スリップ・ディファレンシャルを潤滑する方法を提供する。
【０００８】
　一実施形態において、本発明は、（ｉ）潤滑剤熱安定性、（ｉｉ）潤滑剤酸化安定性、
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（ｉｉｉ）摩擦係数、（ｉｖ）燃料経済性、（ｖ）デポジット制御、（ｖｉ）シール適合
性、および（ｖｉｉ）チャタリング音（異常音）のうちの少なくとも１つにおいて許容可
能なレベルを提供するための、リミテッド・スリップ・ディファレンシャルにおける（ａ
）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来である少なくとも０．０５重量％の非芳香族
金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物の使用を提供する。
【０００９】
　一実施形態において、本発明は、（ａ）金属カルボン酸塩が４～１６個の炭素原子を有
するアルコールによりエステル化されたカルボン酸由来である少なくとも０．０５重量％
の非芳香族金属カルボン酸塩と、（ｂ）リン酸エステルのアミン塩と、（ｃ）潤滑粘性油
とを含む潤滑組成物を提供する。
【００１０】
　一実施形態において、本発明は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来であ
る少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤
滑組成物を提供する。
【００１１】
　一実施形態において、本発明は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来であ
る少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤
滑組成物をリミテッド・スリップ・ディファレンシャルに供給する工程を含む、リミテッ
ド・スリップ・ディファレンシャルを潤滑する方法を提供する。
【００１２】
　一実施形態において、本発明は、（ｉ）潤滑剤熱安定性、（ｉｉ）潤滑剤酸化安定性、
（ｉｉｉ）摩擦係数、（ｉｖ）燃料経済性、（ｖ）デポジット制御、（ｖｉ）シール適合
性、および（ｖｉｉ）チャタリング音（異常音）のうちの少なくとも１つにおいて許容可
能なレベルを提供するための、リミテッド・スリップ・ディファレンシャルにおける（ａ
）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来である少なくとも０．０５重量％の非芳香族
金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物の使用を提供する。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、本明細書で上記において開示されたような潤滑組成物および方法を提供する
。
【００１４】
　金属カルボン酸塩
　本発明の潤滑組成物は、非芳香族金属カルボン酸を含み、この場合、金属カルボン酸塩
は、分枝鎖カルボン酸由来である。
【００１５】
　金属カルボン酸塩は、金属による分枝鎖カルボン酸の塩形成の工程を含む、既知の反応
から誘導され得る。
【００１６】
　金属は、一価、二価、三価、またはそれらの混合物であり得る。金属カルボン酸塩の金
属は、アルカリ金属、アルカリ土類金属、または（通常、第４周期（すなわち、スカンジ
ウム～亜鉛）の）遷移金属、あるいはそれらの混合物であり得る。
【００１７】
　一実施形態において、金属カルボン酸塩の金属は、アルカリ土類金属または（通常、第
４周期の）遷移金属であり得る。好適な金属の例としては、ナトリウム、リチウム、カル
シウム、マグネシウム、銅、亜鉛、またはそれらの混合物が挙げられる。一実施形態にお
いて、金属は、亜鉛または銅である。一実施形態において、金属は亜鉛である。
【００１８】
　本発明のカルボン酸は、分枝鎖カルボン酸である。カルボン酸は、任意の分枝度、およ
びカルボン酸の炭素鎖に沿った任意の位置での分枝を有し得る。通常、カルボン酸は、分
枝鎖カルボン酸であり得、この場合、分枝は、α炭素またはβ炭素において生じている。



(5) JP 5459874 B2 2014.4.2

10

20

30

40

50

【００１９】
　一実施形態において、分枝鎖カルボン酸は、α炭素において分枝し得る。
【００２０】
　一実施形態において、分枝鎖カルボン酸は、β炭素において分枝し得る。
【００２１】
　分枝鎖カルボン酸は、４～２０個、または６～１４個、または６～１２個の炭素原子を
有し得る。
【００２２】
　分枝鎖カルボン酸は、２つ以上の分枝鎖を有し得る。分枝鎖カルボン酸が２つの分枝鎖
を有する場合、分枝している基とカルボン酸基の炭素原子とを含む分子中の最も長い炭素
鎖は、２～１９個、４～１９個、または４～１０個の炭素原子を含有し得る。例えば、２
－エチルヘキサン酸は、６個の炭素原子による最も長い炭素鎖長を有し、並びに２－メチ
ルヘキサン酸は、６個の炭素原子による最も長い鎖長を有する。
【００２３】
　分枝鎖カルボン酸は、２つ以上の分枝鎖を有し得る。分枝鎖カルボン酸が２つの分枝鎖
を有する場合、分枝している炭素より後の最も短い炭素鎖は、２～１８個、または２～１
０個の炭素原子を含有し得る。例えば、２－エチルヘキサン酸は、２個の炭素原子による
最も短い炭素鎖長（すなわち、エチレン基）を有し、並びに２－メチルヘキサン酸は、１
個の炭素原子による最も短い鎖長（すなわち、メチル基）を有する。通常、最も短い炭素
鎖の炭素原子の数は、分枝している基とカルボン酸基の炭素原子とを含む分子における最
も長い炭素鎖の炭素原子の数より、少なくとも１個または少なくとも２個少ない数であり
得る。
【００２４】
　好適なカルボン酸の例としては、２－エチルヘキサン酸、イソ－トリデカン酸、イソ－
デカン酸、イソ－ステアリン酸、イソ－酪酸、２－メチプロパン酸（２－ｍｅｔｈｙｐｒ
ｏｐａｎｏｉｃａｃｉｄ）、２－エチル酪酸、２－メチルヘキサン酸、オレイン酸もしく
はタル油脂肪酸のいずれかのダイマー酸もしくはトリマー酸（鉄触媒の存在下において調
製されたもの（Ｕｎｉｑｕｅｍａ社によってＰｒｉｐｏｌ（登録商標）の商標名において
市販されている）、またはそれらの混合物が挙げられる。一実施形態において、カルボン
酸は、２－エチルヘキサン酸であり得る。
【００２５】
　金属カルボン酸塩は、中性、塩基性、またはそれらの混合物のいずれかであり得る。一
実施形態において、金属カルボン酸塩は、塩基性金属カルボン酸塩、例えば、カルシウム
、マグネシウム、銅、もしくは亜鉛カルボン酸塩など、であり得る。一実施形態において
、金属カルボン酸塩の金属は、銅または亜鉛であり得る。塩基性金属カルボン酸塩は、（
Ｒ－ＣＯＯ）Ｍ－ＯＨまたは（Ｒ－ＣＯＯ）Ｍ－Ｏ－Ｍ（ＯＯＣ－Ｒ）を含む構造を有し
得、この場合、Ｒ－ＣＯＯは、分枝鎖カルボン酸部分を表し（分枝鎖カルボン酸につては
上記において説明されている）、Ｍは、カルシウム、マグネシウム、銅、または亜鉛を表
す。Ｍは、Ｒ－ＣＯＯにイオン結合していると考えられる。金属が亜鉛の場合、塩基性化
合物の式は、（ＲＣＯ２）６Ｚｎ４Ｏまたは［（ＲＣＯ２）２Ｚｎ］３ＺｎＯ（両構造は
、１００％のカルボン酸亜鉛の塩基性化合物である）であり得る。（ＲＣＯ２）６Ｚｎ４

Ｏまたは［（ＲＣＯ２）２Ｚｎ］３ＺｎＯの構造は、四面体構造中に亜鉛を有していると
考えられる。
【００２６】
　通常、金属カルボン酸塩は、塩基性構造を有する金属カルボン酸塩を少なくとも５０重
量％または少なくとも６０重量％含有する、塩基性金属カルボン酸塩であり得る。
【００２７】
　金属カルボン酸塩は、潤滑組成物の０．１重量％～５重量％、または０．２重量％～３
重量％、または０．２重量％超～３重量％、または０．５重量％～３重量％、または０．
５重量％～２．５重量％の範囲の量において、潤滑組成物中に存在し得る。
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【００２８】
　ホウ酸化リン脂質
　任意により、潤滑組成物は、さらに、ホウ酸化リン脂質を含む。一実施形態において、
潤滑組成物は、ホウ酸化リン脂質を含む。一実施形態において、潤滑組成物は、ホウ酸化
リン脂質を含有しない。
【００２９】
　リン脂質は、リン酸基を含有する任意の脂質、例えば、レシチンまたはセファリン、あ
るいはそれらの誘導体であり得る。リン脂質の例としては、ホスファチジルコリン、ホス
ファチジルセリン、ホスファチジルイノシトール、ホスファチジルエタノールアミン、ホ
スファチジン酸、およびそれらの混合物が挙げられる。リン脂質は、リン脂質の上記の一
覧のグリセロール誘導体であるグリセロリン脂質であってもよい。通常、グリセロリン脂
質は、グリセロール残基に１つまたは２つのアシル、アルキル、またはアルケニル基を有
する。アルキル基またはアルケニル基は、８～３０個、または８～２５個、または１２～
２４個の炭素原子を含有し得る。好適なアルキル基またはアルケニル基の例としては、オ
クチル、ドデシル、ヘキサデシル、オクタデシル、ドコサニル、オクテニル、ドデセニル
、ヘキサデセニルおよびオクタデセニルが挙げられる。一実施形態において、リン脂質は
、レシチンまたはその誘導体である。
【００３０】
　リン脂質の誘導体は、アシル化またはヒドロキシル化されたリン脂質であり得る。例え
ば、レシチン並びにアシル化およびヒドロキシル化されたレシチンが、本発明において使
用され得る。アシル化レシチンは、アシル化剤をレシチンと反応させることによって調製
することができる。アシル化剤は、酢酸を含む。市販されているアシル化レシチンの例は
、Ｔｈｅｒｍｏｌｅｃ　２００（商標）アシル化大豆レシチン（Ｄｅｃａｔｕｒ，Ｉｌｌ
のＲｏｓｓ＆Ｒｏｗｅ，Ｉｎｃ．から入手可能）である。ヒドロキシル化レシチンも使用
され得る。ヒドロキシル化レシチンは、酸加水分解または酵素加水分解によって調製され
得る。ヒドロキシル化レシチンの例は、Ｒｏｓｓ＆Ｒｏｗｅ，Ｉｎｃ．から市販されてい
るＴｈｅｒｍｏｌｅｃ　１０１８（商標）ヒドロキシル化レシチンである。
【００３１】
　リン脂質およびレシチンについては、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｃｉ
ａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，ＫｉｒｋおよびＯｔｈｍｅｒ，３ｒｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，
「Ｆａｔｓ　ａｎｄ　Ｆａｔｔｙ　Ｏｉｌｓ」，Ｖｏｌｕｍｅ　９，ｐ７９５－８３１お
よび「Ｌｅｃｉｔｈｉｎｓ」，Ｖｏｌｕｍｅ　１４，ｐ２５０－２６９に詳細に記載され
ている。
【００３２】
　リン脂質のホウ素化は、ホウ素化合物との反応によって実施され得る。ホウ素化合物と
しては、酸化ホウ素、酸化ホウ素水和物、三酸化ホウ素、三フッ化ホウ素、三臭化ホウ素
、三塩化ホウ素、ホウ素酸、例えば、ボロン酸（すなわち、アルキル－Ｂ（ＯＨ）２また
はアリール－Ｂ（ＯＨ）２）、ホウ酸（すなわち、Ｈ３ＢＯ３）、四ホウ酸（すなわち、
Ｈ２Ｂ４Ｏ７）、メタホウ酸（すなわち、ＨＢＯ２）など、ホウ素無水物、ホウ素アミド
、およびそのようなホウ素酸の様々なエステルが挙げられる。
【００３３】
　潤滑組成物に好適なホウ酸化リン脂質については、（２００７年１２月６日に、Ｂａｋ
ｅｒおよびＲｈｏａｄｓによって出願された）米国特許出願第６０／９９２７３８号の、
この仮出願の段落［００１４］～［００２４］にさらに詳細に記載されている。
【００３４】
　ホウ酸化リン脂質についてのより詳細な説明および調製方法は、米国特許第５，４８７
，８３８号に記載されている。米国特許第５，４８７，８３８語の第２０欄第６４行目～
第２２欄第５１行目に開示されている実施例１～７では、ホウ酸化リン脂質の調製につい
て例示されている。
【００３５】
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　ホウ酸化リン脂質は、潤滑組成物の０重量％、５～６重量％、または０．０５重量％～
６重量％、または０．５重量％～３重量％において存在し得る。
【００３６】
　リン酸エステルのアミン塩
　一実施形態において、潤滑組成物は、さらに、リン酸エステルのアミン塩を含む。リン
酸エステルアミン塩を調製するために使用されるリン酸は、リン酸またはチオリン酸のい
ずれかであり得る。
【００３７】
　リン酸エステルのアミン塩は、それぞれ１～３０個、６～３０個、８～３０個、１０～
２４個、または１２～２０個、または１６～２０個の炭素原子を有するエステル基を含有
し得るが、ただし、エステル基の一部または全部は、リン酸エステルのアミン塩を潤滑粘
性油に溶解させるのに十分長い。通常、４個以上の炭素原子を含有するエステル基が、特
に有用である。
【００３８】
　好適なエステル基の例としては、イソプロピル、メチル－アミル（１，３－ジメチルブ
チルとも呼ばれる場合もある）、２－エチルヘキシル、ヘプチル、オクチル、ノニル、デ
シル、ドデシル、ブタデシル、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オクタデシ
ル、ノナデシル、イコシル、またはそれらの混合物が挙げられる。
【００３９】
　一実施形態において、エステル基は、イソプロピル、メチル－アミル（１，３－ジメチ
ルブチルとも呼ばれる場合がある）、２－エチルヘキシル、ヘプチル、オクチル、ノニル
、デシル、およびそれらの混合物からなる群より選択される。
【００４０】
　アミン塩としての使用に好適であり得るアミンは、第一級アミン、第二級アミン、第三
級アミン、およびそれらの混合物を含む。アミンは、少なくとも１つのヒドロカルビル基
を有するもの、あるいはある特定の実施形態においては、２つまたは３つのヒドロカルビ
ル基を有するものを含む。ヒドロカルビル基は、２～３０個の炭素原子を含有し得、ある
いは他の実施形態においては、８～２６個、または１０～２０個、または１３～１９個の
炭素原子を含有し得る。
【００４１】
　第一級アミンとしては、エチルアミン、プロピルアミン、ブチルアミン、２－エチルヘ
キシルアミン、オクチルアミン、およびドデシルアミン、並びに、ｎ－オクチルアミン、
ｎ－デシルアミン、ｎ－ドデシルアミン、ｎ－テトラデシルアミン、ｎ－ヘキサデシルア
ミン、ｎ－オクタデシルアミン、およびオレイアミン（ｏｌｅｙａｍｉｎｅ）のような直
鎖アミンが挙げられる。他の有用な脂肪族アミンとしては、市販されている脂肪族アミン
、例えば、「Ａｒｍｅｅｎ（登録商標）」アミン（Ａｋｚｏ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｃｈ
ｉｃａｇｏ，Ｉｌｌｉｎｏｉｓから入手可能な製品）、例えば、Ａｒｍｅｅｎ　Ｃ、Ａｒ
ｍｅｅｎ　Ｏ、Ａｒｍｅｅｎ　ＯＬ、Ａｒｍｅｅｎ　Ｔ、Ａｒｍｅｅｎ　ＨＴ、Ａｒｍｅ
ｅｎ　Ｓ、およびＡｒｍｅｅｎ　ＳＤなど、が挙げられ、この場合、文字表記は、脂肪性
基、例えば、ヤシ、オレイル、獣脂、またはステアリル基など、に関連している。
【００４２】
　好適な第二級アミンの例としては、ジメチルアミン、ジエチルアミン、ジプロピルアミ
ン、ジブチルアミン、ジアミルアミン、ジヘキシルアミン、ジヘプチルアミン、メチルエ
チルアミン、エチルブチルアミン、エチルアミルアミン、ジココアミン、およびジ－２エ
チルヘキシルアミンが挙げられる。第二級アミンは、環状アミン、例えば、ピペリジン、
ピペラジン、およびモルホリンなど、であってもよい。
【００４３】
　アミンは、第三級脂肪族第一級アミンでもあり得る。この場合、脂肪族基は、２～３０
個、または６～２６個、または８～２４個の炭素原子を含有するアルキル基であり得る。
第三級アルキルアミンとしては、モノアミン、例えば、ｔｅｒｔ－ブチルアミン、ｔｅｒ
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ｔ－ヘキシルアミン、１－メチル－１－アミノ－シクロヘキサン、ｔｅｒｔ－オクチルア
ミン、ｔｅｒｔ－デシルアミン、ｔｅｒｔドデシルアミン、ｔｅｒｔ－テトラデシルアミ
ン、ｔｅｒｔ－ヘキサデシルアミン、ｔｅｒｔ－オクタデシルアミン、ｔｅｒｔ－テトラ
コサニルアミン、およびｔｅｒｔ－オクタコサニルアミンなど、が挙げられる。
【００４４】
　リン酸エステルのアミン塩は、Ｃ１２～２０アルキルリン酸と第三級Ｃ１１～２２アル
キル第一級アミンとの反応生成物であり得る。
【００４５】
　一実施形態において、リン酸エステルのアミン塩は、Ｃ１１～Ｃ１４第三級アルキル第
一級基またはそれらの混合物を有するアミンを含む。一実施形態において、リン化合物の
アミン塩は、Ｃ１４～Ｃ１８第三級アルキル第一級アミンまたはそれらの混合物を有する
アミンを含む。一実施形態において、リン化合物のアミン塩は、Ｃ１８～Ｃ２２第三級ア
ルキル第一級アミンまたはそれらの混合物を有するアミンを含む。
【００４６】
　一実施形態において、リン酸エステルのアミン塩は、オクタデセニルリン酸とＰｒｉｍ
ｅｎｅ　８１Ｒ（商標）との反応生成物を含む。
【００４７】
　本発明において、アミンの混合物も使用され得る。一実施形態において、アミンの有用
な混合物は、「Ｐｒｉｍｅｎｅ（商標）　８１Ｒ」および「Ｐｒｉｍｅｎｅ（商標）　Ｊ
ＭＴ」である。Ｐｒｉｍｅｎｅ（商標）　８１ＲおよびＰｒｉｍｅｎｅ（商標）　ＪＭＴ
（両方とも、Ｒｏｈｍ＆Ｈａａｓ社によって製造および販売されている）は、それぞれＣ
１１～Ｃ１４第三級アルキル第一級アミンおよびＣ１８～Ｃ２２第三級アルキル第一級ア
ミンの混合物である。
【００４８】
　一実施形態において、リン酸エステルのアミン塩は、Ｃ１４～Ｃ１８アルキル化リン酸
と、Ｃ１１～Ｃ１４第三級アルキル第一級アミンの混合物であるＰｒｉｍｅｎｅ　８１Ｒ
（商標）（Ｒｏｈｍ＆Ｈａａｓ社によって製造および販売されている）との反応生成物で
ある。
【００４９】
　リン酸エステルのアミン塩の例としては、イソプロピル、メチル－アミル（１，３－ジ
メチルブチルまたはそれらの混合物）、２－エチルヘキシル、ヘプチル、オクチル、ノニ
ル、またはデシルジチオリン酸と、エチレンジアミン、モルホリン、またはＰｒｉｍｅｎ
ｅ　８１Ｒ（商標）との反応生成物（単数または複数）、並びにそれらの混合物が挙げら
れる。
【００５０】
　リン酸エステルのアミン塩の例としては、テトラアデシル（ｔｅｔｒａａｄｅｃｙｌ）
、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オクタデシル、ノナデシル、またはイコ
シルジチオリン酸と、エチレンジアミン、モルホリン、またはＰｒｉｍｅｎｅ　８１Ｒ（
商標）との反応生成物（単数または複数）、並びにそれらの混合物が挙げられる。一実施
形態において、リン酸エステルのアミン塩は、オクタデセニルジチオリン酸とＰｒｉｍｅ
ｎｅ　８１Ｒ（商標）との反応生成物を含む。
【００５１】
　一実施形態において、リン化合物のアミン塩は、（ｉ）リン酸のヒドロキシ－置換ジ－
エステルまたは（ｉｉ）リン酸のリン酸化ヒドロキシ－置換ジエステルもしくはトリエス
テルのいずれかのアミン塩の、硫黄不含（ｓｕｆｐｈｕｒ－ｆｒｅｅ）リン含有化合物で
あり得る。このタイプの化合物についてのより詳細な説明は、国際公開第２００８／０９
４７５９号においてより詳細に記載されている。
【００５２】
　一実施形態において、リン酸のアミン塩は、米国特許第３，１９７，４０５号に記載さ
れている化合物である。一実施形態において、上記において開示されたもの以外のリン化
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合物のアミン塩は、米国特許第３，１９７，４０５号の実施例１～２５のうちの任意の１
つによって調製することができる。
【００５３】
　一実施形態において、上記において開示されたもの以外のリン化合物のアミン塩は、ジ
チオリン酸をエポキシドまたはグリコールと反応させて調製された反応生成物である。こ
の反応生成物は、さらに、リン酸、無水物、または低級エステル（「低級」は、エステル
におけるアルコール誘導部分の１～８個、または１～６個、または１～４個、または１～
２個の炭素原子を意味する）と反応する。エポキシドは、脂肪族エポキシドまたは酸化ス
チレンを含む。有用なエポキシドの例としては、酸化エチレン、酸化プロピレン、酸化ブ
テン、酸化オクテン、酸化ドデセン、酸化スチレンなどが挙げられる。一実施形態におい
て、エポキシドは、酸化プロピレンである。グリコールは、１～１２個、または２～６個
、または２～３個の炭素原子を有する脂肪族グリコールを含む。ジチオリン酸、グリコー
ル、エポキシド、無機リン試薬、およびそれらを反応させる方法は、米国特許第３，１９
７，４０５号および同第３，５４４，４６５号に記載されている。得られた酸は、次いで
、アミンと塩形成される。
【００５４】
　好適なジチオリン酸ベースの生成物の例は、５１４グラムのヒドロキシプロピルＯ，Ｏ
－ジ（１，３－ジメチルブチル）ホスホロジチオエート（２５℃において、ジ（１，３－
ジメチルブチル）－ホスホロジチオ酸と１．３モルの酸化プロピレンとを反応させて調製
したもの）に、５８℃で４５分間かけて、五酸化リン（約６４グラム）を加えることによ
って調製する。得られた混合物を、７５℃で２．５時間加熱し、ケイ藻土と混合して、７
０℃で濾過した。濾液は、１１．８重量％のリン、１５．２重量％の硫黄を含有し、並び
に８７の酸価（ブロモフェノール・ブルー）を有する。
【００５５】
　リン酸エステルのアミン塩は、潤滑組成物の０重量％～５重量％、または０．０１重量
％～５重量％、または０．０１重量％～２重量％、または０．２５重量％～１重量％にお
いて存在し得る。
【００５６】
　潤滑粘性油
　潤滑組成物は、潤滑粘性油を含む。そのような油としては、天然および合成油、水素化
分解、水素添加、および水素化仕上げから誘導された油、未精製、精製、再精製された油
、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００５７】
　未精製油は、概してさらなる精製処理を行わずに（またはほとんど行わずに）、天然ま
たは合成の供給源から直接得られたものである。
【００５８】
　精製油は、１種以上の特性を改善するために、１つ以上の精製工程においてさらに処理
されていることを除いて、未精製油に類似する。精製技術は、当技術分野において公知で
あり、溶媒抽出、二次蒸留、酸または塩基抽出、濾過、パーコレーションなどを含む。
【００５９】
　再精製油も、再生油または再処理油として知られており、精製油を得るために使用され
たものと同様のプロセスによって得られ、多くの場合、廃添加剤および油分解産物を除去
するための技術によってさらに処理される。
【００６０】
　本発明の潤滑剤の製造において有用な天然油としては、動物油（例えば、ラード油）、
植物油（例えば、ヒマシ油）、鉱油系潤滑油、例えば、液体石油、およびパラフィン型、
ナフテン型、または混合パラフィン－ナフテン型の溶媒処理もしくは酸処理した鉱油系潤
滑油など、並びに石炭もしくは頁岩から誘導される油、あるいはそれらの混合物が挙げら
れる。
【００６１】
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　合成潤滑油は有用であり、炭化水素油、例えば、重合および内部重合オレフィン（例え
ば、ポリブチレン、ポリプロピレン、プロピレンイソブチレンコポリマー）；ポリ（１－
ヘキセン）、ポリ（１－オクテン）、ポリ（１－デセン）、およびそれらの混合物；アル
キルベンゼン（例えば、ドデシルベンゼン、テトラデシルベンゼン、ジノニルベンゼン、
ジ－（２－エチルヘキシル）－ベンゼン）；ポリフェニル（例えば、ビフェニル、テルフ
ェニル、アルキル化ポリフェニル）；アルキル化ジフェニルエーテルおよびアルキル化ジ
フェニルスルフィド、並びにそれらの誘導体、類似体および同族体またはそれらの混合物
、を含む。
【００６２】
　他の合成潤滑油としては、ポリオールエステル（Ｐｒｉｏｌｕｂｅ（登録商標）３９７
０など）、ジエステル、リン含有酸の液状エステル（例えば、トリクレジルリン酸塩、ト
リオクチルリン酸塩、およびデカンホスホン酸のジエチルエステル）、または重合テトラ
ヒドロフランが挙げられる。合成油は、フィッシャー・トロプシュ反応によって製造され
得、通常、ヒドロ異性化されたフィッシャー・トロプシュ炭化水素またはワックスであり
得る。一実施形態において、油は、他のガス・ツー・リキッド油と同様に、フィッシャー
・トロプシュガス・ツー・リキッド合成法によって調製され得る。
【００６３】
　潤滑粘性油は、米国石油協会（ＡＰＩ）のＢａｓｅ　Ｏｉｌ　Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅ
ａｂｉｌｉｔｙ　Ｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓにおいて分類されているように定義することもで
きる。５つの基油群は、以下の通り：Ｉ群（硫黄含量＞０．０３重量％、および／または
＜９０重量％飽和度、粘度指数８０～１２０）；ＩＩ群（硫黄含量≦０．０３重量％、お
よび≧９０重量％飽和度、粘度指数８０～１２０）；ＩＩＩ群（硫黄含量≦０．０３重量
％、および≧９０重量％飽和度、粘度指数≧１２０）；ＩＶ群（全てのポリαオレフィン
（ＰＡＯ））；ならびにＶ群（Ｉ群、ＩＩ群、ＩＩＩ群、またはＩＶ群に含まれない他の
全て）である。潤滑粘性油は、ＡＰＩのＩ群、ＩＩ群、ＩＩＩ群、ＩＶ群、Ｖ群の油、ま
たはそれらの混合油を含む。多くの場合、潤滑粘性油は、ＡＰＩのＩ群、ＩＩ群、ＩＩＩ
群、ＩＶ群の油またはそれらの混合物である。あるいは、潤滑粘性油は、多くの場合、Ａ
ＰＩのＩＩ群、ＩＩＩ群もしくはＩＶ群の油またはそれらの混合物である。
【００６４】
　存在する潤滑粘性油の量は、通常、１００重量％から、ホウ酸化リン脂質、リン酸エス
テルのアミン塩、および他の性能の添加剤の量の合計を除した後に残る残分である。
【００６５】
　潤滑組成物は、濃縮物および／または完全に配合された潤滑剤の形態であり得る。本明
細書において開示される潤滑組成物が、濃縮物の形態である場合（追加の油と組み合わせ
ることにより全体としてまたは部分的に最終潤滑剤を形成し得る）、潤滑組成物の成分と
潤滑粘性油および／または希釈油との比率としては、１：９９～９９：１または８０：２
０～１０：９０の範囲の重量比が挙げられる。濃縮物の形態の場合、本発明は、完全な潤
滑剤組成物の一部であり得るか、あるいは補助添加剤のパッケージまたは「トップ処理（
ｔｏｐ　ｔｒｅａｔ）」であり得る。
【００６６】
　他の性能の添加剤
　本発明の組成物は、任意により、さらに少なくとも１種の他の性能の添加剤を含む。他
の性能の添加剤としては、分散剤、金属不活性化剤、洗剤、粘度調整剤、極圧添加剤（通
常、ホウ素および／または硫黄および／またはリン含有）、摩耗防止剤、酸化防止剤、（
例えば、ヒンダードフェノール、アミン性酸化防止剤、またはモリブデン化合物）、腐食
防止剤、抑泡剤、解乳化剤、流動点降下剤、シール膨潤剤、摩擦調整剤、およびそれらの
混合物が挙げられる。
【００６７】
　油不含ベースにおいて存在する他の性能の添加剤（粘度調整剤を除く）の総合計量とし
ては、組成物の０重量％～２５重量％、または０．０１重量％～２０重量％、または０．



(11) JP 5459874 B2 2014.4.2

10

20

30

40

50

１重量％～１５重量％、または０．５重量％～１０重量％、または１～５重量％の範囲が
挙げられる。１種以上の他の性能の添加剤が存在していてもよいが、他の性能の添加剤は
、通常、互いに異なる量において存在する。
【００６８】
　一実施形態において、潤滑組成物は、モリブデン含有添加剤を含有しない。
【００６９】
　粘度調整剤
　一実施形態において、潤滑組成物は、さらに、１種以上の粘度調整剤を含む。
【００７０】
　粘度調整剤が存在する場合、潤滑組成物の０．５重量％～７０重量％、１重量％～６０
重量％、または５重量％～５０重量％、または１０重量％～５０重量％の量において存在
し得る。
【００７１】
　粘度調整剤としては、（ａ）ポリメタクリレート、（ｂ）（ｉ）ビニル芳香族モノマー
と（ｉｉ）不飽和カルボン酸、無水物、またはそれらの誘導体とのエステル化されたコポ
リマー、（ｃ）（ｉ）α－オレフィンと（ｉｉ）不飽和カルボン酸、無水物、またはそれ
らの誘導体との、エステル化された内部ポリマー、または（ｄ）スチレン－ブタジエンジ
の水素化されたコポリマー、（ｅ）エチレンープロピレンコポリマー、（ｆ）ポリイソブ
テン、（ｇ）水素化されたスチレン－イソプレンポリマー、（ｈ）水素化されたイソプレ
ンポリマー、あるいは（ｉ）それらの混合物が挙げられる。
一実施形態において、粘度調整剤は、（ａ）ポリメタクリレート、（ｂ）（ｉ）ビニル芳
香族モノマーと（ｉｉ）不飽和カルボン酸、無水物、またはそれらの誘導体との、エステ
ル化されたコポリマー、（ｃ）（ｉ）α－オレフィンと（ｉｉ）不飽和カルボン酸、無水
物、またはそれらの誘導体との、エステル化された内部ポリマー、あるいは（ｉ）それら
の混合物を含む。
【００７２】
　極圧添加剤
　極圧添加剤は、ホウ素および／または硫黄および／またはリンを含有する化合物を含む
。
【００７３】
　極圧添加剤は、潤滑組成物の０重量％～２０重量％、または０．０５重量％～１０重量
％、または０．１重量％～８重量％において、潤滑組成物中に存在し得る。
【００７４】
　一実施形態において、極圧添加剤は、硫黄含有化合物である。一実施形態において、硫
黄含有化合物は、硫化オレフィン、多硫化物、またはそれらの混合物であり得る。
【００７５】
　硫化オレフィンの例としては、プロピレン、イソブチレン、ペンテンから誘導された硫
化オレフィン；ベンジルジスルフィド；ビス－（クロロベンジル）ジスルフィド；ジブチ
ルテトラスルフィド；ジ－第三級ブチルポリスルフィドなどの有機スルフィドおよび／ま
たはポリスルフィド；および硫化メチルエステルのオレイン酸、硫化アルキルフェノール
、硫化ジペンテン、硫化テルペン、硫化ディールス・アルダー付加体、アルキルスルフェ
ニルＮ’Ｎ－ジアルキルジチオカルバメート；またはそれらの混合物が挙げられる。一実
施形態において、硫化オレフィンは、プロピレン、イソブチレン、ペンテン、またはそれ
らの混合物から誘導された硫化オレフィンを含む。
【００７６】
　一実施形態において、極圧添加剤である硫黄含有化合物は、ジメルカプトチアジアゾ－
ルまたはその誘導体、あるいはそれらの混合物を含む。ジメルカプトチアジアゾ－ルの例
としては、２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾ－ルまたはヒドロカルビル－
置換２，５－ジメルカプト－１，３－４－チアジアゾ－ル、あるいはそれらのオリゴマー
が挙げられる。ヒドロカルビル－置換２，５－ジメルカプト－１，３－４－チアジアゾー
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ルのオリゴマーは、通常、２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾール単位の間
に硫黄－硫黄結合を形成して２つ以上の当該チジアゾール単位による誘導体またはオリゴ
マーを形成することによって形成される。好適な２，５－ジメルカプト－１，３，４－チ
アジアゾ－ル誘導化合物としては、２，５－ビス（ｔｅｒｔ－ノニルジチオ）－１，３，
４－チアジアゾ－ルまたは２－ｔｅｒｔ－ノニルジチオ－５－メルカプト－１，３，４－
チアジアゾ－ルが挙げられる。
【００７７】
　ヒドロカルビル－置換２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾ－ルのヒドロカ
ルビル置換基の炭素原子の数としては、通常、１～３０個、または２～２０個、または３
～１６個が挙げられる。
【００７８】
　一実施形態において、極圧添加剤は、ホウ素含有化合物を含む。ホウ素含有化合物とし
ては、ホウ酸エステル（ホウ酸化エポキシドと呼ばれる場合もある）、ホウ酸アルコール
、ホウ酸化分散剤、またはそれらの混合物が挙げられる。
【００７９】
　一実施形態において、ホウ素含有化合物は、ホウ酸エステルまたはホウ酸アルコールで
ある。ホウ酸エステルまたはホウ酸アルコール化合物は、ホウ酸アルコールが、エステル
化されていない少なくとも１つのヒドロキシル基を有することを除いて、実質的に同じで
ある。したがって、本明細書において使用される場合、用語「ホウ酸エステル」は、ホウ
酸エステルまたはホウ酸アルコールのいずれかを意味するために使用される。
【００８０】
　ホウ酸エステルは、ホウ素化合物と、エポキシ化合物、ハロヒドリン化合物、エピハロ
ヒドリン化合物、アルコール、およびそれらの混合物から選択される少なくとも１種の化
合物との反応によって調製され得る。アルコールは、二価アルコール、三価アルコール、
または高級アルコールを含むが、ただし、一実施形態においては、ヒドロキシル基は隣接
する炭素原子上にあり、すなわち隣接位である。用語「エポキシ化合物」は、「エポキシ
化合物、ハロヒドリン化合物、エピハロヒドリン化合物、およびそれらの混合物から選択
される少なくとも１種の化合物」を意味する場合に使用される。
【００８１】
　ホウ酸エステルの調製に好適なホウ素化合物としては、ホウ酸（メタホウ酸であるＨＢ
Ｏ２、オルトホウ酸であるＨ３ＢＯ３、および四ホウ酸であるＨ２Ｂ４Ｏ７など）、酸化
ホウ素、三酸化ホウ素、およびアルキルホウ酸塩から成る群から選択される様々な形態が
挙げられる。ホウ酸エステルは、ハロゲン化ホウ素から調製することもできる。
【００８２】
　一実施形態において、好適なホウ酸エステル化合物としては、ホウ酸トリプロピル、ホ
ウ酸トリブチル、ホウ酸トリペンチル、ホウ酸トリヘキシル、ホウ酸トリヘプチル、ホウ
酸トリオクチル、ホウ酸トリノニル、およびホウ酸トリデシルが挙げられる。
【００８３】
　一実施形態において、ホウ酸エステル化合物は、ホウ酸トリブチル、ホウ酸トリ－２－
エチルヘキシル、またはそれらの混合物を含む。
【００８４】
　一実施形態において、ホウ素含有化合物は、典型的にはＮ－置換長鎖アルケニルスクシ
ンイミドから誘導されるホウ酸化分散剤である。一実施形態において、ホウ酸化分散剤は
、ポリイソブチレンスクシンイミドを含む。ホウ酸化分散剤については、米国特許第３，
０８７，９３６号および同第３，２５４，０２５号においてより詳細に記載されている。
【００８５】
　一実施形態において、ホウ酸化分散剤は、硫黄含有化合物またはホウ酸化エステルと組
み合わせて使用される。
【００８６】
　一実施形態において、極圧添加剤は、ホウ酸化分散剤以外である。
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【００８７】
　長鎖アルケニル基が誘導される炭化水素の数平均分子量としては、３５０～５０００、
または５００～３０００、または５５０～１５００の範囲が挙げられる。長鎖アルケニル
基は、５５０、または７５０、または９５０～１０００の数平均分子量を有し得る。
【００８８】
　Ｎ－置換された長鎖アルケニルスクシンイミドは、ホウ酸（例えば、メタホウ酸である
ＨＢＯ２、オルトホウ酸であるＨ３ＢＯ３、および四ホウ酸であるＨ２Ｂ４Ｏ７）、酸化
ホウ素、三酸化ホウ素、およびアルキルホウ酸塩などの様々な薬剤を使用してホウ酸化さ
れる。一実施形態において、ホウ酸化剤は、ホウ酸であり、これは、単独においてまたは
他のホウ酸化剤と組み合わせて使用され得る。
【００８９】
　ホウ酸化分散剤は、ホウ素化合物とＮ－置換長鎖アルケニルスクシンイミドとを混合し
、それらを好適な温度、例えば、８０℃～２５０℃、または９０℃～２３０℃、または１
００℃～２１０℃において、所望の反応を生じるまで加熱することによって調製され得る
。ホウ素化合物とＮ－置換長鎖アルケニルスクシンイミドとのモル比は、１０：１～１：
４または４：１～１：３などの範囲であり得るか、または、ホウ素化合物とＮ－置換長鎖
アルケニルスクシンイミドとのモル比は、１：２であり得る。反応の実施において、不活
性な液体を使用してもよい。そのような液体は、トルエン、キシレン、クロロベンゼン、
ジメチルホルムアミド、またはそれらの混合物を含み得る。
【００９０】
　摩擦調整剤（（ａ）ホウ酸化リン脂質および（ｂ）リン酸エステルのアミン塩以外）と
しては、脂肪族アミン、エステル、例えば、ホウ酸化グリセロールエステル、脂肪族亜リ
ン酸塩、脂肪酸アミド、脂肪族エポキシド、ホウ酸化脂肪族エポキシド、アルコキシル化
脂肪族アミン、ホウ酸化アルコキシル化脂肪族アミン、脂肪酸の金属塩、または脂肪族イ
ミダゾリンなど、カルボン酸の縮合物、並びにポリアルキレン－ポリアミンが挙げられる
。
【００９１】
　一実施形態において、潤滑組成物は、上記において説明したリン酸エステルのアミン塩
の極圧添加剤として説明された化合物以外の、リン含有もしくは硫黄含有摩耗防止剤を含
有し得る。摩耗防止剤の例としては、非イオン性リン化合物（通常、＋３または＋５の酸
化状態においてリン原子を有する化合物）、金属ジアルキルジチオリン酸塩（通常、ジア
ルキルジチオリン酸亜鉛）、金属モノアルキルリン酸塩もしくはジアルキルリン酸塩（通
常、リン酸亜鉛）、またはそれらの混合物が挙げられる。
【００９２】
　非イオン性リン化合物としては、亜リン酸エステル、リン酸エステル、またはそれらの
混合物が挙げられる。非イオン性リン化合物のより詳細な説明としては、米国特許第６，
１０３，６７３号の第９欄第４８行目～第１１欄第８行目が挙げられる。
【００９３】
　一実施形態において、本発明の潤滑組成物は、さらに、分散剤を含む。分散剤は、スク
シンイミド分散剤（例えば、Ｎ－置換長鎖アルケニルスクシンイミド）、マンニッヒ分散
剤、エステル含有分散剤、脂肪族ヒドロカルビルモノカルボン酸アシル化剤とアミンもし
くはアンモニアとの縮合生成物、アルキルアミノフェノール分散剤、ヒドロカルビル－ア
ミン分散剤、ポリエーテル分散剤、またはポリエーテルアミン分散剤であり得る。
【００９４】
　一実施形態において、スクシンイミド分散剤は、ポリイソブチレン－置換スクシンイミ
ドを含み、この場合、分散剤が誘導されるポリイソブチレンは、４００～５０００、また
は９５０～１６００の数平均分子量を有し得る。
【００９５】
　スクシンイミド分散剤およびその調製方法は、米国特許第４，２３４，４３５号および
同第３，１７２，８９２号に、より詳細に記載されている。
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【００９６】
　好適なエステル含有分散剤は、通常、高分子量のエステルである。これらの材料は、米
国特許第３，３８１，０２２号に、より詳細に記載されている。
【００９７】
　一実施形態において、分散剤は、ホウ酸化分散剤を含む。通常、ホウ酸化分散剤は、ポ
リイソブチレンスクシンイミドなどのスクシンイミド分散剤を含み、この場合、分散剤が
誘導されるポリイソブチレンは、４００～５０００の数平均分子量を有し得る。ホウ酸化
分散剤については、上記の極圧添加剤の説明内に、より詳細に記載されている。
【００９８】
　分散粘度調整剤（多くの場合、ＤＶＭと呼ばれる）は、官能化ポリオレフィンを含み、
例えば、無水マレイン酸とアミンとの反応生成物によって官能化されているエチレン－プ
ロピレンコポリマー、アミンで官能化されたポリメタクリレート、またはアミンと反応さ
せたスチレン－無水マレイン酸コポリマーが、本発明の組成物において使用され得る。
【００９９】
　腐食防止剤としては、１－アミノ－２－プロパノール、オクタン酸オクチルアミン、ド
デセニルコハク酸もしくは無水物および／または脂肪酸、例えば、オレイン酸など、とポ
リアミンとの縮合生成物が挙げられる。
【０１００】
　金属不活性化剤としては、ベンゾトリアゾールの誘導体（通常、トリルトリアゾール）
、１，２，４－トリアゾール、ベンズイミダゾール、２－アルキルジチオベンズイミダゾ
ール、または２－アルキルジチオベンゾチアゾールが挙げられる。金属不活性化剤は、腐
食防止剤としても説明され得る。
【０１０１】
　抑泡剤としては、エチルアクリレートおよび２－エチルヘキシルアクリレート、並びに
任意により酢酸ビニルとのコポリマーが挙げられる。
【０１０２】
　解乳化剤としては、リン酸トリアルキル、並びにエチレングリコール、酸化エチレン、
酸化プロピレン、またはそれらの混合物の様々なポリマーおよびコポリマーが挙げられる
。
【０１０３】
　流動点降下剤としては、無水マレイン酸－スチレンのエステル、ポリメタクリレート、
ポリアクリレート、またはポリアクリルアミドが挙げられる（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）。
【０１０４】
　シール膨潤剤としては、Ｅｘｘｏｎ　Ｎｅｃｔｏｎ－３７（商標）（ＦＮ　１３８０）
およびＥｘｘｏｎ　Ｍｉｎｅｒａｌ　Ｓｅａｌ　Ｏｉｌ（商標）（ＦＮ　３２００）が挙
げられる（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）。
【０１０５】
　（産業上の利用可能性）
　リミテッド・スリップ・ディファレンシャルは、通常、ディファレンシャルのハウジン
グまたはキャリア内に入れられた内蔵型潤滑剤から分離されたそのような潤滑剤の供給源
を具備する。リミテッド・スリップ・ディファレンシャルの内蔵型潤滑剤は、一般的に、
マニュアル・トランスミッション・フルードまたはオートマチック・トランスミッション
・フルードに供給される潤滑剤とは異なる。リミテッド・スリップ・ディファレンシャル
を含まないマニュアルおよびオートマチック・トランスミッション・システムの両方では
、すべてのトランスミッション構成要素を潤滑するのに、１種の潤滑剤で十分である。
【０１０６】
　リミテッド・スリップ・ディファレンシャルに好適な潤滑組成物は、０．３重量％～５
重量％、または０．５重量％～５重量％、または０．５重量％～３重量％、または０．８
重量％～２．５重量％、または１重量％～２重量％の範囲の硫黄含有量を有し得る。
【０１０７】
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　一実施形態において、リミテッド・スリップ・ディファレンシャルに好適な潤滑組成物
は、完全に配合された液体である。
【０１０８】
　一実施形態において、リミテッド・スリップ・ディファレンシャルに好適な潤滑組成物
は、トップ処理濃縮物である。
【０１０９】
　潤滑組成物が、トップ処理濃縮物の形態である場合、その濃縮物は、リミテッド・スリ
ップ・ディファレンシャル中の潤滑剤の量に対して０．２重量％～１０重量％、または０
．５重量％～７重量％において添加され得る。
【０１１０】
　一実施形態において、潤滑組成物は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来
である少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と、（ｂ）リン酸エステル
のアミン塩と、（ｃ）潤滑粘性油と、任意により粘度調整剤とから成るか、または実質的
に成る。通常、このタイプの潤滑組成物は、トップ処理濃縮物であり得る。
【０１１１】
　一実施形態において、潤滑組成物は、（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来
である少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と、（ｂ）リン酸エステル
のアミン塩と、（ｃ）潤滑粘性油と、（ｄ）ホウ酸化リン脂質と、任意により粘度調整剤
とから成るか、または実質的に成る。通常、このタイプの潤滑組成物は、トップ処理濃縮
物であり得る。
【０１１２】
　以下の実施例は、本発明の例示を提示するものである。これらの実施例は、包括的なも
のではなく、本発明の範囲を限定することを意図するものではない。
【実施例】
【０１１３】
　調製例１（Ｐｒｅｐ１）は、２－エチルヘキサン酸亜鉛の調製である。１．５モルの２
－エチルヘキサン酸および０．２ｇの２，６－ジ－第三級ブチルクレゾールを、メカニカ
ルスターラー、窒素導入口、熱電対、および冷却管を備えた四つ口フラスコに加える。フ
ラスコを８０℃に加熱し、次いで、１モルの酸化亜鉛を９０分かけて加える。次に、フラ
スコを、８０℃でさらに２４０分間維持する。冷却器を取り外し、蒸留液を除去するため
に、Ｓ字形管冷却器を取り付ける。減圧にして、温度を１５０℃まで上げて、４０分間維
持する（それによって、水が除去される）。フラスコを、１５０℃でさらに３０分間維持
した後、１００℃まで冷却する。生成物を冷却し、Ｆａｘ－５フィルターを通して濾過す
る。２５４ｇの浅黄色の液体が得られる。生成物のＴＢＮは、試料１ｇあたり３７６．２
ｍｇＫＯＨである。亜鉛含有量は、２２．５％～２３％の間である。
【０１１４】
　実施例１（ＥＸ１）：１２７１ｇの市販の軸液を、２９．３ｇのＰｒｅｐ１の生成物で
トップ処理する。
【０１１５】
　ＥＸ１の組成物は、オーバーヘッドスターラー、熱電対、冷却管、および空気導入口を
備えた四つ口フラスコにおいて、軸液をＰｒｅｐ１と混合することによって調製される。
冷却管の出口ポートには、苛性剤およびさらし粉による一連のトラップが備えられている
。フラスコおよび内容物を６０℃に加熱し、３０分間維持する。空気を導入し、フラスコ
を１４０℃で７時間加熱し、その後、１５０℃で８時間加熱する。冷却すると、暗茶色の
液体が得られる。
【０１１６】
　比較例１（ＣＥ１）は、２－エチルヘキサン酸亜鉛が加えられないことを除いて、ＥＸ
１と同じ市販されている軸液であり、ＥＸ１と同じ熱応力を受ける。
【０１１７】
　調製された実施例（ＥＸ１およびＣＥ１）は、Ｌｏｗ　Ｓｐｅｅｄ　ＳＡＥ＃２試験機
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において、μ－ＰＶＴ（μ、圧力、速度、および温度を変えて得られる摩擦係数）摩擦ス
クリーニング試験を用いて評価する。この摩擦スクリーニング試験では、以下のプレート
構成（Ｓ－Ｆ－Ｓ－Ｆ－Ｓ－Ｆ－Ｓ－Ｆ－Ｓ、この場合、Ｓは、スチールプレートであり
、Ｆは摩擦プレートである）を有し、それによって８つの活性摩擦表面を生じるＭｉｂａ
　ＭＣ－６３１摩擦材のＤａｎａ　Ｍｏｄｅｌ　８０プレート構成が用いられる。試験は
、温度を５０℃で一定に維持しつつ、適用圧力およびプレート・ディファレンシャル速度
を変量するマップに従って実施する。１９０、３８０、５７０、７６０、９５０、および
１０７５ｋＰａの６段階の適用圧力設定を用いる。各適用圧力設定において、１５、５０
、８５、および１２０ｒｐｍの４つの異なるプレート・ディファレンシャル速度を用いる
。各プレート・ディファレンシャル速度において、２５反復サイクルを実施する。各試験
では、合計で６００サイクル（６段階の圧力×４段階のスピード×２５サイクル）を行う
。摩擦性能の変化を評価するために、６００サイクルのμ－ＰＶＴまたは摩擦マップを耐
久性サイクルの前および後に実施する。耐久性サイクルは、８０℃の流体温度での５７０
ｋＰａの一定の適用圧力、および１２０ｒｐｍと０ｒｐｍとの間のプレート・ディファレ
ンシャル速度のサイクルから成る。１つのサイクル全体は、０ｒｐｍでの５秒間および１
２０ｒｐｍでの５秒間から成る。これが、合計２５００サイクル繰り返される。一次測定
は、各別個のスピード事象の際のトルク信号における変化またはその事象の際に得られる
最小と最大の摩擦係数の間の差を表すＮＶＨレーティングである。この測定は、以下の表
に従って、トルク信号の変化の大きさに対してある数値を割り当てる：
 
トルク信号の変化　　　　　　　　　　　　　　　ＮＶＨレーティング
０～０．０２の間の摩擦ユニットの係数　　　　　０
０．０２～０．０４の間の摩擦ユニットの係数　　１
０．０４～０．０６の間の摩擦ユニットの係数　　２
０．０６～０．０８の間の摩擦ユニットの係数　　３
０．０８～０．１０の間の摩擦ユニットの係数　　４
０．１０～０．１２の間の摩擦ユニットの係数　　５
０．１２～０．１４の間の摩擦ユニットの係数　　６
０．１４～０．１６の間の摩擦ユニットの係数　　７
 
　これらのレーティングは、ある１つの適用圧力およびスピード設定において完了したす
べてのサイクルについて合計され、次いで試験全体について合計される。最大ＮＶＨレー
ティングは、９６００ポイント（６段階の圧力×４段階のスピード×２５回の繰り返し×
ＮＶＨレーティングの８＝４８００、耐久性評価の前後として×２＝９６００）である。
これは、非常に乏しい摩擦性能であると見なされるであろう。最小のＮＶＨレーティング
は０ポイントである。これは、優れた摩擦性能であると考えられるであろう。後耐久性Ｎ
ＶＨレーティングは、ＥＸ１では９４５であり、ＣＥ１では２０９５である。
【０１１８】
　この試験から得られたデータは、本発明の潤滑組成物が、多くの場合にチャタリング音
として表される耐久性評価後のＮＶＨに対して低傾向を有するリミテッド・スリップ・デ
ィファレンシャルを提供することができるということを示している。
【０１１９】
　上記において説明した材料のいくつかは、最終配合物において相互作用する場合があり
、そのために最終配合物の成分は、最初に添加された成分とは異なる場合があるというこ
とが知られている。それによって形成される生成物は、意図された用途における本発明の
潤滑剤組成物の使用の際に形成される生成物を含めて、容易に説明することができない場
合がある。それでもなお、全てのそのような改変物および反応生成物は、本発明の範囲内
に含まれ、したがって、本発明は、上記において説明した成分を混合することによって調
製される潤滑剤組成物を包含する。
【０１２０】
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　本明細書において使用される場合、用語「ヒドロカルビル置換基」または「ヒドロカル
ビル基」は、当業者にとって周知の通常の意味において使用される。特に、これらの用語
は、この分子の残りの部分に直接結合している炭素原子を有しかつ支配的に炭化水素の性
質を有する基を意味する。ヒドロカルビル基の例としては、
　（ｉ）炭化水素置換基、すなわち、脂肪族（例えば、アルキルまたはアルケニル）、脂
環式（例えば、シクロアルキル、シクロアルケニル）置換基、並びに芳香族－、脂肪族－
、および脂環式－置換芳香族置換基、並びに環状置換基、この場合、環は、分子の別の一
部により完成している（例えば、２つの置換基が一緒に環を形成する）、
　（ｉｉ）置換炭化水素置換基、すなわち、本明細書との関連において、置換基（例えば
、ハロ（特に、クロロおよびフルオロ）、ヒドロキシ、アルコキシ、メルカプト、アルキ
ルメルカプト、ニトロ、ニトロソ、およびスルホキシ）の主要な炭化水素の性質を変えな
い非炭化水素基を含有する置換基、
　（ｉｉｉ）ヘテロ置換基、すなわち、支配的に炭化水素の性質を有しつつ、本明細書と
の関連において、その他が炭素原子で構成される環または鎖中に、炭素以外を含有する置
換基、および
　（ｉｖ）ヘテロ原子、例えば、硫黄、酸素、窒素など、
が挙げられ、並びにピリジル、フリル、チエニル、およびイミダゾリルなどの置換基を包
含する。概して、ヒドロカルビル基において、炭素原子１０個あたり２つ以下、好ましく
は１つ以下の非炭化水素置換基が、存在するであろうし、したがって、通常、ヒドロカル
ビル基に非炭化水素置換基は存在しないであろう。
【０１２１】
　上記において言及される各文献は、参照により本明細書中に組み入れられる。実施例ま
たは他に明示的に示される場合を除いて、材料の量、反応条件、分子量、炭素原子の数な
どを指定する本説明中の全ての数量は、単語「約」によって修飾されていると理解すべき
である。そうでないことが示されない限り、本明細書において言及される各化学物質また
は組成物は、市販グレードの材料であると解釈されるべきであり、これらは、異性体、副
生成物、誘導体、および市販グレード中に存在すると通常理解される他のそのような物質
を含み得る。しかしながら、各化学成分の量は、そうでないことが示されない限り、慣習
的に市販の材料中に存在し得る任意の溶媒または希釈油を除いて表される。本明細書にお
いて説明される量、範囲、および比率の上限および下限は、独立して組み合わせることが
できるということは理解すされるべきである。同様に、本発明の各要素に対する範囲およ
び量は、任意の他の要素に対する範囲または量と共に使用され得る。
【０１２２】
　本発明について、その好ましい実施形態に関連して説明してきたが、それらの様々な改
変物は、本明細書を読むことによって当業者には明らかとなるであろうということは理解
されるべきである。したがって、本明細書において開示される本発明は、添付の特許請求
の範囲内であるような改変物を包含することが意図されるということは理解されるべきで
ある。
　本発明の好ましい実施形態においては、例えば、以下が提供される。
（項１）
　（ａ）金属カルボン酸塩が分枝鎖カルボン酸由来である少なくとも０．０５重量％の非
芳香族金属カルボン酸塩と（ｂ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物。
（項２）
　前記分枝鎖カルボン酸が、α炭素またはβ炭素において分枝している、上記項１に記載
の潤滑組成物。
（項３）
　前記分枝鎖カルボン酸が、α炭素において分枝している、上記項１または２いずれかに
記載の潤滑組成物。
（項４）
　前記分枝鎖カルボン酸が、β炭素において分枝している、上記項１または２いずれかに
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記載の潤滑組成物。
（項５）
　前記分枝鎖カルボン酸が、４～２０個、または６～１４個、または６～１２個の炭素原
子を有する、上記項１～４のいずれか１項に記載の潤滑組成物。
（項６）
　前記分枝鎖カルボン酸が、４～１９個または４～１０個の炭素原子の、前記分枝してい
る基とカルボン酸基の炭素原子とを含む分子中の最も長い炭素分枝鎖を有する、上記項１
～５のいずれか１項に記載の潤滑組成物。
（項７）
　前記分枝鎖カルボン酸が、分枝している炭素より後に２～１８個または２～１０個の炭
素原子の最も短い炭素分枝鎖を有する、上記項１～６のいずれか１項に記載の潤滑組成物
。
（項８）
　前記潤滑組成物が、さらに、硫黄含有化合物を含む、上記項１～７のいずれか１項に記
載の潤滑組成物。
（項９）
　前記硫黄含有化合物が、ジメルカプトチアジアゾ－ルまたはその誘導体あるいはそれら
の混合物である、上記項８に記載の潤滑組成物。
（項１０）
　前記硫黄含有化合物が、ポリスルフィドまたは硫化オレフィンである、上記項８に記載
の潤滑組成物。
（項１１）
　前記潤滑組成物が、さらに、リン含有化合物を含む、上記項１～１０のいずれか１項に
記載の潤滑組成物。
（項１２）
　前記リン含有化合物が、リン酸エステルのアミン塩である、上記項１１に記載の潤滑組
成物。
（項１３）
　前記リン酸エステルのアミン塩が、（ｉ）リン酸のヒドロキシ－置換ジ－エステルまた
は（ｉｉ）リン酸のリン酸化ヒドロキシ－置換ジエステルもしくはトリエステルのうちの
いずれかのアミン塩の硫黄不含のリン含有化合物である、上記項１２に記載の潤滑組成物
。
（項１４）
　前記潤滑組成物が、さらに、ホウ素含有化合物を含む、上記項１～１３のいずれか１項
に記載の潤滑組成物。
（項１５）
　前記ホウ素含有化合物が、ホウ酸化分散剤、ホウ酸エステル、またはホウ酸化リン脂質
である、上記項１４に記載の潤滑組成物。
（項１６）
　（ａ）金属カルボン酸塩が４～１６個の炭素原子を有するアルコールによりエステル化
されたカルボン酸由来である少なくとも０．０５重量％の非芳香族金属カルボン酸塩と、
（ｂ）リン酸エステルのアミン塩と、（ｃ）潤滑粘性油とを含む潤滑組成物とを含む潤滑
組成物。
（項１７）
　前記潤滑組成物が、０．３重量％～５重量％または０．８重量％～２．５重量％の範囲
の硫黄含有量を有する、上記項１～１６のいずれか１項に記載の潤滑組成物。
（項１８）
　前記潤滑組成物が、トップ処理濃縮物である、上記項１～１７のいずれか１項に記載の
潤滑組成物。
（項１９）
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　前記金属カルボン酸塩が、前記潤滑組成物の０．１重量％～５重量％、または０．２重
量％～３重量％、または０．２重量％超～３重量％の範囲の量において存在する、上記項
１～１８のいずれか１項に記載の潤滑組成物。
（項２０）
　リミテッド・スリップ・ディファレンシャルに、上記項１～１９のいずれか１項に記載
の潤滑組成物を供給する工程を含む、該リミテッド・スリップ・ディファレンシャルを潤
滑する方法。
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